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ホームページ活用積極企業、業績にプラス効果

～小企業のインターネット利用状況と効果～

－国民公庫調べ－

ホームページを利用した情報の受発信に積極的であるほど、インターネ

ットが企業業績にプラス効果をもたらしている――。このような結果が国

民生活金融公庫がさきごろ発表した小企業のインターネット利用状況と効

果に関する調査から明らかになった。それによると、インターネット利用

割合は42.4％で、前回調査（01年６月）と比べ15.5ポイント増加、ホーム

ページの開設割合は16.0％で、同5.4ポイントの増加となっている。イン

ターネットの利用効果として「売上・受注増」、「商圏拡大」を挙げる割合

は、「ホームページを自社開設し、他社のホームページにも登録している」

企業が最も高く、以下「自社のホームページを開設」、「他社のホームペー

ジに登録」の順に低くなっている。調査は、同公庫の取引先の小企業（従

業者30人未満の製造業・サービス業・建設業・運輸業、同10人未満の卸

売業・小売業・飲食店）10,617企業を対象に03年６月10日を調査時点に

実施、6,381企業の有効回答を集計したもの。――その概要は次のとおり。

＜インターネットの利用状況＞

コンピューター導入企業は６割弱

○コンピューターの導入状況（全業種計）

をみると、「導入している」企業の割

合は57.7％となった。前回調査（2001

年６月）と比べると8.6ポイント増加

している。

○業種別にみると、コンピューターを

「導入している」割合は、建設業が

76.5％と最も高く、卸売業、運輸業、

製造業、サービス業で６割を超えてい

る。前回調査と比べると、すべての業

種で「導入している」割合は増加して

いる。

インターネット利用企業は４割超、

ホームページ開設企業は２割弱

○インターネットを利用している企業の

割合（全業種計）は42.4％で、前回調
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査（2001年６月）と比べて15.5ポイン

ト増加している。

○業種別にみると、建設業、サービス業、

製造業、卸売業における割合が高い。

前回調査と比べると、すべての業種で

利用割合が増加している。

○ホームページを開設している企業の割

合は16.0％で、前回調査と比べて5.4

ポイント増加している。業種別にみる

と、サービス業の割合が22.3％と最も

高い。

＜インターネットの利用目的＞

インターネットの利用目的 ―― 第１

位は「製品情報、業界情報の収集」

○インターネットを利用している企業に

ついて、その利用目的をみると、「製

品情報、業界情報の収集」の割合が

47.1％と最も高く、以下、「受注、販

売」31.2％、「自社の製品、サービス

の紹介」28.7％、「仕入、発注」26.9％

の順となっている。

○業種別の特徴をみると、製造業、卸売

業、サービス業、建設業では「製品情

報、業界情報の収集」をあげる割合が

最も高い。小売業では「仕入、発注」、

飲食店では「自社の製品、サービスの

紹介」をあげる割合が最も高い。

電子メールの利用目的 ――「図面な

どデータのやりとり」と「顧客から

の問い合わせの受付」が多数

○電子メールを利用している企業につい

て、その利用目的をみると、「図面な

どデータのやりとり」の割合が49.7％

と最も高く、以下、「顧客からの問い

合わせの受付」41.3％、「受注、販売」

23.1％、「仕入、発注」20.2％、「製品

情報、業界情報の収集」19.3％、「社

内での情報交換、共有」18.0％の順と

なっている。

○業種別の特徴をみると、製造業、サー

ビス業、建設業では「図面などデータ

のやりとり」をあげる割合が最も高い。

卸売業、小売業、飲食店では「顧客か

らの問い合わせの受付」をあげる割合

が最も高い。

＜インターネット利用の効果＞

６割を超える企業が「効果あり」

○インターネットや電子メールを利用し

た効果（全業種計）をみると、「効果

があった」とする企業割合は62.4％と

６割を超えている。前回調査と比べる

と、19.6ポイント増加している。

○業種別にみると、「効果があった」と

する割合はサービス業が69.1％と最も

高く、以下、卸売業、製造業、小売業

の順となっている。

インターネットの利用効果 ―― 第１

位は「業界情報・顧客情報等を効率



9

平成１５年９月２５日 中小企業だより 第三種郵便物認可□

よく収集できるようになった」

○インターネットを利用した効果につい

ては、「業界情報・顧客情報等を効率

よく収集できるようになった」とする

企業の割合が51.6％と最も高くなって

いる。以下、「商圏が拡大した」22.1％、

「売上・受注が増加した」20.3％の順と

なっている。

○業種別の特徴をみると、製造業、卸売

業、小売業、サービス業、建設業では

「業界情報・顧客情報等を効率よく収

集できるようになった」をあげる割合

が最も高い。飲食店では「売上・受注

が増加した」をあげる割合が最も高い。

電子メールの利用効果 ―― 第１位は

「問い合わせやクレームに早く対応で

きるようになった」

○電子メールを利用した効果について

は、「問い合わせやクレームに早く対

応できるようになった」とする企業の

割合が44.2％と最も高くなっている。

以下、「業界情報・顧客情報等を効率

よく収集できるようになった」27.5％、

「社内での情報交換、共有が進んだ」

22.9％、「受注・発注から納期までの

期間が短くなった」20.0％の順となっ

ている。

○業種別の特徴をみると、製造業、卸売

業、飲食店、サービス業では「問い合

わせやクレームに早く対応できるよう

になった」をあげる割合が最も高い。

小売業、建設業では「業界情報・顧客

情報等を効率よく収集できるようにな

った」をあげる割合が最も高い。

ホームページ開設は「売上・受注増

加」、「商圏拡大」に効果

○ホームページの開設状況別（全業種計）

にインターネットを利用した効果をみ

ると、「売上・受注が増加した」、「商

圏が拡大した」をあげる企業割合は、

「ホームページを自社開設し他社登録

もしている」企業で最も高い（前者

40.8％、後者38.8％）。以下、「自社の

ホームページを開設」、「他社のホーム

ページに登録」、「ホームページを開設

も登録もしていない」の順となってい

る。

○電子メールを利用した効果をみると、

「問い合わせやクレームに早く対応で

きるようになった」をあげる企業割合

は「ホームページを自社開設し他社登

録もしている」企業の割合が62.6％と

最も高くなっている。以下、「自社の

ホームページを開設」52.4％、「他社

のホームページに登録」40.5％、「ホ

ームページを開設も登録もしていな

い」34.8％の順となっている。


